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オピニオン

地政学的リスクの高まりに備える 

近年、主要国の力関係が変化してきていると言われていますが、それを物語るような出来

事が発生しつつあります。例えば、ロシアのクリミア半島の編入、イスラエルとパレスチナ

自治政府との和平交渉の中断、中国とベトナムの関係等です。 

日本においては、中国との関係や朝鮮半島の情勢等、東アジアの環境変化を踏まえ、集団

的自衛権の憲法解釈の議論が活発になってきています。世界にはこのほかアフリカ内戦、

シリア地峡とアラビア半島諸国の関係、アフガニスタン問題等多くの地政学的リスクが存在

しています。世界のパワーバランスが変化しつつあるなか、グローバル化が進む民間企業

においても、これまで以上に地政学的リスクを考慮した危機管理が必要となるでしょう。 

スイスの例は検討に際し1つのヒントになります。スイスは永世中立国として150年以上にわ

たり平和と安全を享受してきました。また特徴として、軍のほかに民間防衛組織の強化があ

げられます。かつてスイス政府は、戦争の危機に際して、必要な準備や心構え等について

詳しく記した『民間防衛』という書籍を国民に配布しました。本書では、「真に平和を望むもの

は、平和を守るための努力を惜しんではならない」、および「最悪の事態に備える」といった

メッセージを強く出しており、戦争のみならず災害時にも役立つと思われる具体的な施策が、

イラストを交えながら記載されています。主な記載項目を列挙します。 

 

 

 

 食料の具体的な保存方法 

 地域防災の考え方と役割 

 避難所の重要性 

 緊急時の連絡体制 

 放射能からの防護方法 

 生物兵器／化学兵器に対する対処方法 

 堤防の決壊、火災への対処方法 

 救出、応急処置方法 

 避難所の設備および備品／医療衛生用品／緊急時の資材等の品目名と個数 

 2週間分の必要物資／2ヵ月分の必要物資等の品目名と個数 

 



2 

 

 

多くの企業が海外展開を進め、それに伴い社員の安全を脅かすリスクは高まってきていま

す。また、近隣国との領有権に関わる外交問題の拡大や、不安定さを増す朝鮮半島情勢を

みるに、日本自体の地政学的リスクも高まってきていると考えられます。冷戦時代に発行さ

れた危機管理の本が、現在の日本にそのまま当てはまるわけではありません。しかし、世

界情勢が大きく動きつつある今、今後の危機管理の在り方を考える上での参考になるので

はないでしょうか。最悪の事態は避けなければなりませんが、危機管理の基本である「最悪

の事態への備え」を忘れてはならないでしょう。 
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参考図書： 『民間防衛 あらゆる危険から身をまもる』（スイス政府編、原書房編集部、2003年） 
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